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生
命
保
険
は
人
の
生
死
に
関
し
て
保

険
金
を
支
払
う
保
険
の
こ
と
で
「
ヒ
ト

保
険
」
と
も
い
わ
れ
ま
す
。
こ
れ
に
対

し
て
損
害
保
険
は
事
故
に
よ
っ
て
実
際

に
被
っ
た
損
害
に
保
険
金
を
支
払
う
保

険
で
「
モ
ノ
保
険
」
と
も
呼
ば
れ
ま
す
。

　

さ
ら
に
人
の
怪
我
や
病
気
な
ど
に
備

え
る
医
療
保
険
や
が
ん
保
険
な
ど
は
第

三
分
野
の
保
険
と
い
い
、
生
命
保
険
会

社
で
も
損
害
保
険
会
社
で
も
取
り
扱
う

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

生
命
保
険
は
ヒ
ト
に
保
険
を
つ
け
ま
す

が
、
ヒ
ト
の
体
に
値
段
を
つ
け
る
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
。
で
す
か
ら
、
保
険
契
約
約
定
の

範
囲
で
あ
れ
ば
、
生
命
保
険
の
死
亡
保
障
に

３
０
０
０
万
円
加
入
し
よ
う
が
、
５
０
０
万

円
加
入
し
よ
う
が
契
約
に
基
づ
い
た
金
額
が

定
額
で
支
払
わ
れ
ま
す
（
定
額
給
付
）。

　
一
方
、
損
害
保
険
は
主
に
モ
ノ
に
保
険

を
つ
け
ま
す
が
、
モ
ノ
は
値
段
の
評
価
を

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
損
害
保
険
で

は
モ
ノ
の
評
価
額
以
上
に
保
険
金
が
支

払
わ
れ
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
れ

を
認
め
て
し
ま
う
と
、
事
故
な
ど
で
発

生
し
た
損
害
額
以
上
の
保
険
金
が
支
払

わ
れ
る
こ
と
で
利
益
を
得
る
（
い
わ
ゆ
る

焼
け
太
り
す
る
）
こ
と
に
な
る
か
ら
で

す
。
損
害
保
険
で
は
実
際
の
損
害
額
に

基
づ
い
た
金
額
が
支
払
わ
れ
ま
す
（
実

損
て
ん
補
）。

　

生
命
保
険
と
損
害
保
険
で
は
こ
の
よ

う
な
違
い
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
う
ち
、

地
震
保
険
は
損
害
保
険
の
分
野
に
属
し

て
お
り
、
生
命
保
険
会
社
で
は
取
り
扱

う
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

そこが知りたい！

「
ま
さ
か
」に
備
え
る

～
地
震
保
険
と
は
？
～

【監修】
CFP®、1級FP技能士、宅地建物取引主任者、住宅ローンアドバイザー、2級DCプランナー

平野 敦之 （ひらの・あつし）
保険業界での実務経験を活かして損害保険や生命保険に関する助言のプロフェッショナ
ルとして活動を展開。個人や法人を対象としたリスクマネジメントやファイナンシャルプラ
ンニングを行っている。こうした実務のかたわら講演活動、執筆活動も積極的に実施。オ
フィス秀梨＆コンサルティングネットワークス（株）取締役。

生
命
保
険
・
損
害
保
険
の

違
い
と
地
震
保
険

私
た
ち
は
さ
ま
ざ
ま
な
保
険
に
加
入
し
て
い
ま
す
。

保
険
は
老
い
や
思
わ
ぬ
病
気
、
怪
我
に
備
え
た
り
損
害
か
ら
暮
ら
し
を
守
る
た
め
の
も
の
で
す
。

東
日
本
大
地
震
を
境
に
、
地
震
保
険
の
存
在
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
ま
す
。

今
回
は
損
害
保
険
の
中
で
も
「
地
震
保
険
」
を
中
心
に
学
ん
で
み
ま
し
ょ
う
。

■生命保険と損害保険

生命保険 損害保険

定期保険
終身保険
養老保険
学資保険
など

火災保険
地震保険
自動車保険
賠償責任保険
など

医療保険
がん保険
介護保険
傷害保険

所得補償保険
など

第三分野の保険
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地
震
保
険
は
、
政
府
が
再
保
険
（
保

険
会
社
が
保
険
金
の
支
払
い
責
任
の
一
部

を
他
に
負
わ
せ
る
仕
組
み
）
を
引
き
受
け

て
い
る
官
民
一
体
の
保
険
制
度
で
す
。
こ

れ
は
地
震
の
よ
う
に
い
つ
ど
こ
で
ど
の
程

度
の
大
き
さ
で
発
生
す
る
か
わ
か
ら
ず
、

一
度
発
生
す
れ
ば
巨
額
の
損
失
を
も
た
ら

す
お
そ
れ
の
あ
る
災
害
へ
の
補
償
に
お
い

て
は
、
加
入
者
が
お
互
い
に
支
え
合
う
と

い
う
保
険
本
来
の
制
度
が
成
り
立
ち
に
く

い
た
め
で
も
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
に
地

震
災
害
は
民
間
の
保
険
会
社
だ
け
で
は

制
度
を
維
持
し
に
く
い
た
め
政
府
が
関
与

し
て
い
ま
す
。

　

地
震
保
険
の
補
償
対
象
は
、
地
震
、

噴
火
ま
た
は
こ
れ
ら
に
よ
る
津
波
を
原
因

と
す
る
損
害
に
な
り
ま
す
。
地
震
が
原

因
で
発
生
し
た
地
滑
り
や
崖
崩
れ
、
堤
防

の
決
壊
や
浸
水
、
火
災
な
ど
は
、
火
災
保

険
か
ら
は
保
険
金
が
支
払
わ
れ
ま
せ
ん
。

ま
た
、
地
震
保
険
単
独
で
は
加
入
す
る
こ

と
が
で
き
な
い
た
め
、
火
災
保
険
に
セ
ッ

ト
し
て
契
約
し
ま
す
。
初
め
は
火
災
保

険
だ
け
契
約
し
、
途
中
か
ら
追
加
で
地

震
保
険
に
加
入
す
る
こ
と
も
可
能
で
す
。

既
に
地
震
保
険
に
加
入
し
て
い
る
場
合
で

も
規
定
さ
れ
て
い
る
範
囲
内
で
あ
れ
ば
保

険
金
額
を
増
額
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

　

な
お
、
地
震
保
険
の
対
象
と
な
る
の
は

居
住
用
建
物
（
専
用
住
宅
ま
た
は
店
舗

や
事
務
所
な
ど
と
の
併
用
住
宅
）
や
そ
れ

に
収
容
さ
れ
て
い
る
家
財
で
す
。
家
財
に

は
有
価
証
券
や
預
貯
金
証
書
、
１
個
ま

た
は
１
組
の
価
額
が
30
万
円
超
の
貴
金

属
、
宝
石
、
書
画
、
骨
董
、
美
術
品
な
ど

は
含
ま
れ
て
い
ま
せ
ん
。
ま
た
店
舗
や
事

務
所
の
み
の
用
途
の
建
物
や
こ
れ
に
収
容

さ
れ
る
家
財
、
あ
る
い
は
商
品
や
設
備
什

器
な
ど
は
地
震
保
険
の
目
的
と
す
る
こ
と

は
で
き
ま
せ
ん
。
契
約
で
き
る
金
額
は
火

災
保
険
の
契
約
金
額
の
30
％
～
50
％
の

間
で
契
約
者
が
任
意
に
設
定
し
ま
す
が
、

建
物
５
０
０
０
万
円
、
家
財
１
０
０
０
万

円
と
い
う
上
限
額
が
設
け
ら
れ
て
い
ま

す
。
例
え
ば
火
災
保
険
の
契
約
金
額
が

建
物
２
０
０
０
万
円
、
家
財
１
０
０
０
万

円
で
あ
る
場
合
、
地
震
保
険
は
建
物

６
０
０
万
円
～
１
０
０
０
万
円
、
家
財

３
０
０
万
円
～
５
０
０
万
円
の
間
で
契
約

し
ま
す
。
補
償
を
手
厚
く
す
る
な
ら

50
％
の
上
限
ま
で
契
約
す
る
方
が
い
い
で

し
ょ
う
し
、
保
険
料
の
負
担
が
重
い
よ
う

な
ら
下
限
の
30
％
で
契
約
す
る
の
も
方
法

で
す
。

　

地
震
保
険
の
保
険
料
は
、
建
物
の
構

造
と
そ
の
建
物
の
所
在
地
に
よ
っ
て
決

地
震
保
険
の
補
償
対
象

地
震
保
険
の
保
険
料

都道府県 火災保険
への付帯率 世帯加入率 都道府県 火災保険

への付帯率 世帯加入率

北海道 43.8 19.4 滋賀 42.3 19.4

青森 46.1 14.5 京都 36.6 19.6

岩手 42.2 12.3 大阪 45.6 24.4

宮城 66.9 32.5 兵庫 38.7 18.4

秋田 47.8 12.0 奈良 46.9 21.3

山形 39.9 12.1 和歌山 47.8 19.6

福島 39.0 14.1 鳥取 48.2 16.8

茨城 41.5 18.7 島根 40.6 11.2

栃木 39.0 16.7 岡山 39.3 16.2

群馬 32.7 12.2 広島 55.1 24.2

埼玉 43.5 23.3 山口 44.6 17.4

千葉 43.9 26.9 徳島 60.4 22.1

東京 44.3 30.0 香川 50.4 23.4

神奈川 46.6 28.3 愛媛 49.8 18.4

新潟 48.9 16.2 高知 75.4 21.0

富山 36.0 13.7 福岡 50.7 26.1

石川 40.8 18.9 佐賀 34.4 13.5

福井 40.4 17.6 長崎 29.5 10.2

山梨 51.5 23.8 熊本 48.2 22.2

長野 33.9 12.1 大分 46.7 16.8

岐阜 61.3 26.6 宮崎 61.5 19.3

静岡 51.5 24.4 鹿児島 61.5 20.2

愛知 64.2 34.5 沖縄 38.6 9.5

三重 57.5 23.9 全国 46.5 23.0

（注） 1.火災保険への付帯率は、当該年度中に契約された火災保険契約（住宅物件）に地震保険契約が付帯されている割合。
　　2.世帯加入率は、地震保険の契約件数(2009年度末現在)を住民基本台帳に基づく世帯数(2009年度末現在)で除した数値。

（出典）損害保険料率算出機構

■地震保険の付帯（セット）率および世帯加入率(2009年度末)地震保険の付帯率・加入率
　地震保険は1964年6月の新潟地
震を契機に政府と損害保険業界で
検討が始まりました。その後1966
年5月に「地震保険に関する法律」
が制定され、同年6月にこの法律に
基づいて家計地震保険の制度が始
まりました。
　地震保険の加入状況を見てみると
全国平均の世帯加入率は23.0％、
火災保険への付帯率は46.5％となっ
ています（2009年度末）。
　世帯加入率とは年度末の地震保
険契約件数を当該年度末の住民基
本台帳に基づく世帯数で割ったもの
をいい、付帯率は当該年度に契約さ
れた火災保険に地震保険が付帯さ
れている割合を指します。この数字
には各種共済（JA共済、全労済、
都道府県民共済等）が入っていませ
んから、実際に地震災害の備えをし
ている人の割合はもっと多いと考え
ていいでしょう。
　1994年度末の全国平均の地震保
険・世帯加入率は9.0％でしたが、
阪神淡路大震災以降、地震保険の
世帯加入率は緩やかに上昇してきて
います。ただ、地域によって地震保
険の世帯加入率・付帯率にバラつき
があります。
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ま
り
ま
す
。
建
物
構
造
区
分
は
イ
構
造

と
ロ
構
造
の
２
区
分
、
所
在
地
区
分
は

１
等
地
か
ら
４
等
地
の
４
区
分
に
な
っ

て
い
ま
す
。
地
震
保
険
は
建
物
が
ど
こ

に
あ
る
か
、
ど
ん
な
構
造
な
の
か
に
よ
っ

て
保
険
料
が
大
き
く
変
わ
り
ま
す
。

　

例
え
ば
、
左
表
の
ロ
構
造
を
み
て
み

る
と
、
全
国
で
最
も
地
震
保
険
料
の
安

い
１
等
地
の
ロ
構
造
は
１
０
０
万
円
当

た
り
１
０
０
０
円
で
す
。
こ
れ
に
対
し

て
地
震
保
険
料
が
最
も
高
い
４
等
地
の

東
京
都
・
神
奈
川
県
・
静
岡
県
の
ロ
構

造
は
３
１
３
０
円
で
、
最
大
で
約
３
倍

程
度
地
震
保
険
料
が
違
う
こ
と
が
分
か

り
ま
す
。
ま
た
同
じ
１
等
地
で
も
イ
構

造
と
ロ
構
造
で
は
保
険
料
は
約
２
倍
の

差
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
に
建
物
の

構
造
と
所
在
地
に
よ
っ
て
地
震
保
険
料

の
負
担
は
大
き
く
変
わ
っ
て
き
ま
す
。

　

た
だ
し
地
震
保
険
料
は
各
損
害
保
険

会
社
で
同
一
で
す
。
加
入
す
る
損
害
保

険
会
社
に
よ
っ
て
地
震
保
険
料
や
補
償

内
容
が
異
な
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

地
震
保
険
は
長
く
て
も
５
年
ま
で
し
か

契
約
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
仮
に

火
災
保
険
が
30
年
間
一
括
払
い
の
長
期

契
約
で
あ
っ
た
場
合
、
地
震
保
険
は
５

年
あ
る
い
は
１
年
毎
の
自
動
継
続
に
な

り
ま
す
。
こ
の
よ
う
に
主
契
約
で
あ
る

火
災
保
険
が
長
期
契
約
の
場
合
で
あ
っ

て
も
前
述
の
よ
う
に
途
中
か
ら
地
震
保

険
に
加
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

■
地
震
保
険
の
割
引
制
度

　

地
震
保
険
の
保
険
料
に
は
、
①
建
築

年
割
引
（
割
引
率
10
％
）、
②
耐
震
等

級
割
引
（
割
引
率
10
％
～
30
％
）、
③

免
震
建
築
物
割
引
（
割
引
率
30
％
）、

④
耐
震
診
断
割
引
（
割
引
率
10
％
）
と

い
う
４
つ
の
割
引
制
度
が
あ
り
ま
す
。

適
用
さ
れ
る
割
引
に
よ
っ
て
10
％
～

30
％
の
割
引
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
割
引
制
度
は
複
数
あ
り
ま
す
が
、

こ
れ
ら
の
４
つ
を
重
複
し
て
適
用
す
る

こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

火
災
保
険
料
と
地
震
保
険
料
の
合

計
が
契
約
す
る
保
険
の
保
険
料
と
な

り
ま
す
が
、
地
震
保
険
の
割
引
制
度
は

地
震
保
険
料
部
分
に
の
み
適
用
に
な
り

ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
割
引
制
度
の
い
ず
れ
か
に

該
当
す
る
場
合
、
適
用
さ
れ
る
た
め
に

は
所
定
の
書
類
の
提
出
が
必
要
で
す
。

書
類
の
提
出
が
な
い
場
合
に
は
割
引
が

適
用
さ
れ
ま
せ
ん
の
で
注
意
し
ま
し
ょ

う
。
例
え
ば
建
築
年
割
引
は
１
９
８
１

年
６
月
１
日
以
降
に
新
築
さ
れ
て
い
れ

ば
対
象
に
な
り
ま
す
が
、
こ
れ
を
確
認

す
る
た
め
登
記
簿
謄
本
な
ど
の
写
し
が

必
要
に
な
り
ま
す
。

■
地
震
保
険
の
保
険
金
の
支
払
い
は

　

全
損
、
半
損
、
一
部
損
３
段
階
の
み

　

地
震
保
険
の
保
険
金
は
、「
全
損
」、

「
半
損
」、「
一
部
損
」
と
い
う
３
つ
の
基

準
に
当
て
は
め
て
支
払
わ
れ
ま
す
。
全

損
・
半
損
・
一
部
損
に
は
そ
れ
ぞ
れ
認
定

さ
れ
る
基
準
が
あ
り
ま
す
。
例
え
ば
家

財
は
時
価
の
30
％
～
80
％
未
満
の
損
害

が
あ
る
場
合
、
損
害
の
認
定
は
半
損
に

な
り
ま
す
。

　

建
物
で
あ
れ
ば
主
要
構
造
部
の
損
害

が
時
価
の
３
％
以
上
等
、
家
財
の
場
合

は
時
価
の
10
％
以
上
の
損
害
が
あ
っ
て
一

そこが知りたい！

地
震
保
険
の

保
険
金
支
払
い
の
仕
組
み

　地震保険の契約をして支払った保険料は、1年間（1/1
～12/31）に支払った金額をその年の所得から控除する
ことができます。これを地震保険料控除といい、生命保
険料控除と同じく所得控除の一つです。この地震保険料
控除によって課税される所得が少なくなり、結果として
所得税や住民税が安くなります。
　所得税では2007年1月以降の支払い保険料から控除
対象となっていますが、当然地震保険への加入がないと適
用されません。この制度ができる以前の損害保険料控除で
は適用対象となる保険の種類が多かったわりに、所得控除

の対象となる金額が少なめでした（所得税では長期契約に
該当する場合で最大15,000円、住民税では10,000円）。
改正後、対象となる保険が原則地震保険だけになりまし
たが、控除される金額が多くなりました。
　地震保険料控除限度額は、①所得税が年間払込保険
料全額（上限50,000円）、②住民税が年間払込保険料
の1/2（上限25,000円）となっています。地震保険に加
入すると保険料負担が増えますが、地震保険料控除が
創設されたことで以前より地震保険に加入しやすくなって
います。

地震保険料控除とは？地震保険料控除額

■地震保険の地域ごとの保険料（保険金額100万円あたり、保険期間1年の場合）
等　地 イ構造 ロ構造 経過措置料率 県別所在地

1等地 500円 1,000円 650円
岩手県、秋田県、山形県、福島県、栃木県、群馬県、
富山県、石川県、福井県、鳥取県、島根県、山口県、
福岡県、長崎県、佐賀県、熊本県、鹿児島県

2等地 650円 1,270円 840円
北海道、青森県、宮城県、新潟県、長野県、岐阜県、
滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、岡山県、広島県、
大分県、宮崎県、沖縄県

3等地
650円 1,560円 840円 香川県
910円 1,880円 1,180円 茨城県、山梨県、愛媛県

1,050円 1,880円 1,360円 埼玉県、大阪府

4等地
910円 2,150円 1,180円 徳島県、高知県

1,690円 3,060円 2,190円 千葉県、愛知県、三重県、和歌山県
1,690円 3,130円 2,190円 東京都、神奈川県、静岡県

※経過措置料率は火災保険構造級別の簡素化に伴い、保険料が大幅な値上げになる場合の当面の間の措置			 
※イ構造：耐火建築物、準耐火建築物および省令準耐火建物等、ロ構造：イ構造以外				  
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部
損
に
な
り
ま
す
。
軽
微
な
損
害
で
一

部
損
の
基
準
に
該
当
し
な
け
れ
ば
地
震

保
険
は
支
払
わ
れ
ま
せ
ん
。

　

た
だ
し
実
際
に
被
災
し
た
場
合
に
は

保
険
会
社
に
連
絡
し
て
損
害
確
認
を
し

て
も
ら
う
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。
軽
微

な
損
害
だ
と
思
っ
て
も
自
分
が
気
づ
か

な
い
損
害
が
あ
っ
て
地
震
保
険
金
が
支

払
わ
れ
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
損
害
確

認
を
す
る
鑑
定
人
と
契
約
者
の
見
る
視

点
は
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
か
ら
ま

ず
は
連
絡
し
て
相
談
し
て
み
る
こ
と
が

必
要
で
す
。

■
な
ぜ
地
震
保
険
の
支
払
い
は

　

火
災
保
険
と
違
う
の
か

　

地
震
災
害
で
は
、
広
域
に
渡
っ
て
多

く
の
人
が
同
時
に
損
害
を
被
り
ま
す
。

細
か
い
基
準
で
１
件
ず
つ
損
害
状
況
の

確
認
を
し
て
い
た
ら
保
険
金
の
支
払
い

が
滞
っ
て
し
ま
い
ま
す
。
火
災
保
険
の

場
合
に
は
損
害
を
受
け
た
ら
保
険
金
を

使
っ
て
壊
れ
た
と
こ
ろ
を
修
復
し
て
元

に
戻
す
、
あ
る
い
は
保
険
金
で
元
の
建

物
を
買
い
直
す
と
い
う
前
提
が
あ
り
ま

す
。
そ
の
た
め
損
害
確
認
は
実
際
に
損

害
が
ど
の
く
ら
い
あ
っ
た
か
綿
密
に
確

認
し
た
上
で
、
契
約
金
額
を
上
限
に
保

険
金
が
支
払
わ
れ
ま
す
。
地
震
保
険
制

度
の
場
合
は
、
被
災
者
の
生
活
の
安
定

に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
に
し
て
お
り
、

公
平
か
つ
迅
速
に
保
険
金
の
支
払
い
を

す
る
た
め
に
支
払
い
基
準
を
３
段
階
の

み
に
し
て
い
ま
す
。

■
地
震
保
険
の
加
入
に
当
た
っ
て
の

　

考
え
方

　

損
害
保
険
は
実
際
の
損
害
に
対
し
て

保
険
金
を
支
払
う
実
損
て
ん
補
で
あ
る

と
い
う
こ
と
は
既
に
お
話
し
し
た
通
り
で

す
が
、
地
震
保
険
は
も
と
も
と
火
災
保

険
の
保
険
金
額
の
50
％
ま
で
し
か
契
約

で
き
ま
せ
ん
か
ら
、
仮
に
地
震
で
建
物

が
全
壊
し
て
も
元
の
家
を
建
て
直
す
だ

け
の
金
額
を
カ
バ
ー
で
き
ま
せ
ん
。
地
震

保
険
は
、
火
災
保
険
の
よ
う
に
支
払
わ

れ
る
保
険
金
で
被
害
を
被
っ
た
建
物
や

家
財
を
再
購
入
し
て
元
に
戻
す
た
め
の

も
の
で
は
な
く
、
前
述
の
と
お
り
被
災

後
の
生
活
再
建
の
足
掛
か
り
を
目
的
に

し
て
い
ま
す
。

　

地
震
保
険
の
加
入
を
検
討
す
る
に
当

た
り
、
ま
ず
は
地
震
保
険
の
根
幹
に
あ
る

こ
の
考
え
方
─
生
活
安
定
の
た
め
の
も
の

で
あ
る
こ
と
─
を
理
解
す
る
こ
と
が
重
要

で
す
。
こ
こ
が
分
か
っ
て
い
な
い
と
補
償

が
火
災
保
険
の
50
％
ま
で
と
い
う
こ
と
に

つ
い
て
納
得
が
い
か
な
い
で
し
ょ
う
。

■
公
的
な
支
援
制
度

　

地
震
災
害
で
被
災
し
た
際
に
は
公
的

な
支
援
制
度
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
一つ
が

被
災
者
生
活
再
建
支
援
制
度
で
す
。
こ

の
制
度
で
最
大
３
０
０
万
円
（
基
礎
支

援
金
１
０
０
万
円
、
加
算
支
援
金

２
０
０
万
円
）
の
支
給
額
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
住
宅
の
被
害
状
況
や

被
災
後
の
住
宅
の
再
建
方
法
、
ま
た
世

帯
人
数
に
よ
っ
て
受
け
取
る
こ
と
の
で
き

る
金
額
は
変
わ
っ
て
き
ま
す
。
持
家
の

有
無
や
世
帯
人
数
な
ど
を
踏
ま
え
、
仮

「まさか」に備える
～地震保険とは？～

加
入
に
当
た
っ
て
の

ポ
イ
ン
ト

■地震保険の支払金額

損害の程度 保険金の支払い割合 損害の状態

全 　損 保険金額の100％
（時価が限度）

建物：主要構造部の損害が建物の
時価の50％以上の場合等
家財：時価の80％以上の損害

半　 損 保険金額の50％
（時価の50％が限度）

建物：主要構造部の損害が建物の
時価の20％以上50％未満の場合
等
家財：時価の30％以上80％未満
の損害

一部損 保険金額の5％
（時価の5％が限度）

建物：主要構造部の損害が建物の
時価の3％以上20％未満の場合等
家財：時価の10％以上30％未満
の損害

■被災者生活再建支援金の支払額
　（世帯人数が1人の場合、各該当欄の金額の3/4）
●住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金）

住宅の被
害程度 全壊 解体 長期避難 大規模

半壊

支給額 100万円 100万円 100万円 50万円

●住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金）

住宅の再
建方法

建設・
購入 補修 賃借

（公営住宅除く）

支給額 200万円 100万円 50万円

それぞれが違う被災状況と
建て直しの費用
　内閣府によって平成20年度に被災者生活再
建支援法調査が実施されました。この調査は平
成19年の石川県能登半島沖地震、新潟県中越
沖地震、その他台風で被災した人2,374世帯

（その他台風で被災した人は60世帯）を対象と
したものです。
　この調査によると住宅の建設・購入、補修・
賃借するために支出した経費（予定含む）の合計
金額について、2,000万円以上と回答した人の割
合は50.0％、1,000万円～ 2,000万円未満と回答
した人は23.2％となっています。このように半数
の人が2,000万円以上負担したと回答しています。
　また住宅再建の経費以外に生活に必要な経
費に支出した合計金額（予定含む）は201万円
以上と回答した人が22.8％、101万円～ 200万
円と回答した人が21.5％、51万円～100万円と
回答した人が21.2％となっています。
　被災した際に仕事（収入源）はどうなるか、
住宅ローンなど借入はあるか、現在の預貯金の
状況など生活を立て直す際のお金の事情は人そ
れぞれ違います。単に家を買い直すということだ
けではなく、家庭や仕事など生活全体のお金の
問題を考える視点が必要です。

※一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（または補修）
　する場合は、合計で200万円（または100万円）
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そこが知りたい！

に
被
災
し
た
場
合
、
こ
の
制
度
か
ら
ど

の
く
ら
い
の
支
払
い
が
さ
れ
る
の
か
確
認

し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。　

　

公
的
な
支
援
に
つ
い
て
は
国
の
制
度
だ

け
で
な
く
、
都
道
府
県
が
独
自
の
制
度

を
設
け
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
の
で
、
自

分
の
居
住
し
て
い
る
地
域
に
何
か
支
援

制
度
が
な
い
か
確
認
し
て
お
き
ま
し
ょ

う
。
そ
の
上
で
被
災
者
生
活
再
建
支
援

制
度
な
ど
を
加
味
し
て
ど
う
な
る
か
と

い
う
と
こ
ろ
か
ら
地
震
保
険
の
必
要
性

を
考
え
て
み
る
と
い
い
で
し
ょ
う
。

　

な
お
、
地
域
に
よ
っ
て
は
共
済
（
Ｊ
Ａ

共
済
、
全
労
済
、
都
道
府
県
民
共
済
な

ど
）
を
利
用
し
て
い
る
人
も
多
い
は
ず
で

す
。
こ
れ
ら
の
共
済
や
少
額
短
期
保
険
業

者
な
ど
で
も
地
震
災
害
で
被
害
を
受
け
た

際
に
カ
バ
ー
さ
れ
る
商
品
が
あ
り
ま
す
。

損
害
保
険
会
社
で
加
入
す
る
地
震
保
険

と
は
内
容
も
支
払
い
の
仕
方
も
違
い
ま
す

の
で
、
ど
の
よ
う
な
内
容
に
な
っ
て
い
る
の

か
確
認
し
た
上
で
利
用
し
ま
し
ょ
う
。

■
こ
ん
な
と
き
地
震
保
険
は
出
る
？

　

出
な
い
？

　

最
後
に
、
将
来
、
万
が
一
、
震
災
の

被
害
に
遭
わ
れ
た
際
、
地
震
保
険
の
請

求
で
疑
問
に
思
い
が
ち
な
こ
と
を
Ｑ
＆

Ａ
形
式
で
整
理
し
ま
す
。

Ｑ　

地
震
災
害
で
建
物
が
被
害
に
遭
っ

た
。
そ
の
後
余
震
で
再
び
損
害
を
受
け

た
ら
ど
う
な
る
の
か
？

Ａ　

地
震
発
生
後
72
時
間
以
内
に
起
き

た
地
震
な
ど
は
１
回
の
地
震
と
し
て
取

り
扱
う
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

Ｑ　

地
震
に
よ
る
火
災
や
液
状
化
は
対

象
に
な
る
の
か
？

Ａ　

地
震
が
原
因
の
火
災
や
液
状
化
も

対
象
に
な
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
に
地
震

が
原
因
で
被
害
を
受
け
た
場
合
に
は
地

震
保
険
に
加
入
し
て
い
な
い
と
、
火
災

保
険
で
は
支
払
わ
れ
ま
せ
ん
か
ら
注
意

が
必
要
で
す
。

Ｑ　

地
震
保
険
の
損
害
が
大
き
く
な
る

と
損
害
保
険
会
社
は
保
険
金
を
支
払
え

な
く
な
る
の
で
は
な
い
か
？

Ａ　

地
震
保
険
の
内
容
の
と
こ
ろ
で
も

記
載
し
ま
し
た
が
、
地
震
保
険
は
政
府

が
そ
の
仕
組
み
に
関
与
し
て
い
る
官
民

一
体
の
保
険
制
度
で
、
所
定
の
金
額
が

積
み
立
て
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
家
計

の
地
震
保
険
は
損
害
保
険
契
約
者
保

護
機
構
に
よ
っ
て
１
０
０
％
保
護
の
対

象
で
す
。

　

な
お
、
地
震
保
険
で
は
加
入
者
全
体
の

総
支
払
限
度
額
が
決
ま
っ
て
い
ま
す

（
２
０
１
１
年
５
月
現
在
５
兆
５
０
０
０
億

円
）。
こ
の
金
額
を
超
え
る
と
き
に
は
支

払
い
が
減
額
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
。
こ
の
金
額
は
地
震
保
険
の
加
入
者

数
な
ど
を
考
慮
し
な
が
ら
改
定
さ
れ
て

い
ま
す
。
１
９
９
４
年
６
月
の
段
階
で

１
兆
８
０
０
０
億
円
、
翌
年
１
月
に
阪

神
淡
路
大
震
災
が
発
生
し
た
後
の

１
９
９
５
年
10
月
に
３
兆
１
０
０
０
億

円
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
そ
の
後
幾
度
か

改
正
を
経
て
現
在
の
金
額
に
な
っ
て
い

ま
す
。

■
地
震
保
険
の
保
険
金
請
求
で

　

困
っ
た
と
き
の
連
絡
先

Ｑ　

保
険
証
券
が
な
い
、
免
許
証
な
ど

の
本
人
確
認
書
類
を
紛
失
し
た
。
ど
う

す
れ
ば
よ
い
か
？

Ａ　

契
約
内
容
は
保
険
会
社
に
デ
ー
タ

が
残
っ
て
い
ま
す
し
、
保
険
証
券
は
な

く
て
も
大
丈
夫
で
す
。
本
人
確
認
に
つ

い
て
も
免
許
証
な
ど
が
な
く
て
も
本
人

確
認
す
る
こ
と
は
可
能
で
す
。
必
要
以

上
に
心
配
せ
ず
に
、
ま
ず
は
、
保
険
会

社
に
相
談
し
て
み
ま
し
ょ
う
。

Ｑ　

被
災
し
て
損
害
保
険
会
社
に
被
害

物
件
な
ど
を
見
て
も
ら
っ
た
が
、
納
得

い
か
な
い
。
ど
う
す
れ
ば
よ
い
か
？

Ａ　

再
度
損
害
の
査
定
を
依
頼
し
て
み

ま
し
ょ
う
。
そ
れ
で
も
納
得
が
い
か
な
い

場
合
に
は
損
害
保
険
協
会
に
相
談
窓
口

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。（
社
）
日
本
損

害
保
険
協
会　

http://w
w

w
.sonpo.

or.jp/

　

地
震
保
険
は
補
償
が
火
災
保
険
の
保

険
金
額
の
50
％
ま
で
で
す
が
、
地
震
保

険
に
加
入
す
る
こ
と
で
保
険
料
負
担
が

倍
く
ら
い
に
な
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

そ
の
た
め
地
震
保
険
は
損
と
考
え
る
人

も
珍
し
く
な
い
よ
う
で
す
。

　

確
か
に
地
震
災
害
が
起
こ
る
か
ど
う

か
分
か
ら
ず
、
ま
た
被
災
す
る
か
ど
う

か
も
分
か
ら
な
い
の
に
毎
月
の
厳
し
い

家
計
の
中
か
ら
地
震
保
険
料
を
負
担
す

る
の
は
決
し
て
楽
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、

仮
に
自
然
災
害
で
被
災
し
て
自
宅
や
他

の
資
産
、
仕
事
を
失
っ
た
場
合
、
生
活

を
立
て
直
す
こ
と
は
容
易
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。

　
「
自
分
の
身
は
、
自
分
で
守
る
」
こ
と

が
防
災
上
と
て
も
大
切
な
こ
と
で
す
。

こ
れ
は
お
金
に
関
す
る
こ
と
で
も
同
様

で
す
。
こ
の
機
会
に
自
然
災
害
で
被
災

し
た
際
に
、
自
分
の
家
庭
を
お
金
の
側

面
か
ら
ど
う
守
る
か
じ
っ
く
り
考
え
て

み
ま
し
ょ
う
。

被
災
し
て
地
震
保
険
を

請
求
す
る
際
に
困
っ
た
ら

「まさか」に備える
～地震保険とは？～


